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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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社会福祉施設等整備事業

障がい者の自立した地域生活を支援するとともに、施設利用者の

福祉の向上を図るため、障がい福祉施設の整備に要する費用の

一部を補助する。

0.70 409,561 67,185 476,746

総合リハビリテーションセンター運営事

業

県立総合リハビリテーションセンターにおいて、障がい者に対する

相談、判定、医療、機能訓練等の総合的なサービスを提供し、在

宅復帰や社会復帰に向けた切れ目のない支援を行う。

133.00 810,694 810,694

医療的ケア児支援体制構築事業

関係機関が連携することにより、医療的ケア児が地域で安心して生

活できる支援体制を整備する。

0.50 1,263 1,263

障がい施設給付事業

障がい者等が自立した生活を営むことができるよう、市町村が行う

自立支援給付（施設訓練等給付費）及び障害児通所支援等の給

付に係る費用の一部を負担する。

1.40 8,539,120 8,539,120

在宅障がい者自立支援給付事業

4,103

在宅の重度心身障がい児等とその保護者が、合宿等を通じて心身

のリフレッシュや療育上の知識技術を習得する。

0.05 1,855 1,855

高次脳機能障害当事者及び家族の問題解決を図るため、支援拠

点病院の相談支援体制の整備や失語症者向け意思疎通支援者

養成を行う。

0.60 4,103

在宅重度心身障がい児集団療育事業

高次脳機能障害者総合支援事業

2,762,694

障がい者等が自立した生活を営むことができるよう、市町村が行う

自立支援給付及び自立支援医療給付等に係る費用の一部を負担

する。

0.60 2,762,694

障がい者相談支援事業

障害支援区分認定調査員研修事業

（人） （補正前） （2月補正） （補正後）

No 30年度　実施内容（予定）

職員数 30年度

細事業名

1,820

障がい者が安心して地域で暮らすことができるよう、本人及び家族

が抱える課題解決を図る総合的な相談支援体制を整備する。

1.13 176,873 176,873

全国一律の基準に基づき客観的かつ公平公正に障害者給付等の

事務が行われるよう、市町村等の認定調査員の研修を実施する。

0.05 1,820

補正により取り組む

事業内容

社会福祉法人等による障がい者（児）施設のブロック塀改修、非常用自家発電装置整備等に要する経費の一部を助

成する。

成果指標

設定理由

①　市町村がサービス等利用計画に基づき適切に給付決定する障害福祉サービスの利用者数を成果指標に設定

②　基盤整備の計画的な実施のために必要な施設整備数を成果指標に設定

 概算人件費 （Ｃ） 1,102,262 1,128,447 1,127,636

 概算事業費（B（A）+C） 13,035,875

28年度 29年度 30補正後30補正後30補正後30補正後 指標及びその達成状況指標及びその達成状況指標及びその達成状況指標及びその達成状況

13,375,661

139.28 139.28

① 障害福祉サービス利用者数 17,424人 17,853人

前年度

実績以上

11,933,613 12,525,413

　その他 899,145 1,237,623 816,115

 決　　算　　額（B）

概　算

人　件

費

 職員数（人）

42,000 230,000

② 障がい福祉施設整備数 9か所 14か所 9か所

14,049,134 14,503,297

139.18

予

算

額

補正予算 378,182 134,528 67,185

合計（A) 12,710,021 12,920,687

目指す姿

　必要なサービス基盤の整備を図るとともに、安全でくらしやすいまちづくりを推進し、障がいの種別、軽重に関わらず、自ら選んだ地域で、自

分らしく安心して生活することのできる社会の実現を目指す。

（主な実施内容：障がい者相談支援事業、自立支援給付事業、社会福祉施設等整備事業、県立施設運営　など）

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　分（単位：千円）

Aの

財源

　一般財源 10,576,788 11,208,948 11,612,599

　国庫支出金 968,088 432,116 716,947

　県　債 266,000

当初予算 12,106,899 12,557,437 13,104,506 目標値 成果 達成状況

No 成果指標 28年度末 29年度末

30年度前年度繰越 224,940 228,722 203,970

部局 健康福祉部

5-1 多様性を尊重する共生社会づくり

課・室 障がい者支援課

実施期間 S23 E-mail

事業番号 05 09 01 事業改善シート （30年度実施事業分） □当初要求　　□当初予算案　　■補正予算案　　　□点検

現状

(予算編成時)

・障がいのある人の自立生活を支えるため、障害福祉サービス等の基盤整備を一層促進する必要があ

　る。

・地域生活においては、県内10圏域における相談支援の一層の充実を図り、障がいのある人の生活を

　地域全体で支える体制づくりを進める必要がある。

30年度

補正後額

13,375,661 千円

職員数 139.18 人

shogai-shien@pref.nagano.lp.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン）

総合的に展開する

重点政策

事　業　名 自立生活支援事業自立生活支援事業自立生活支援事業自立生活支援事業



（人） （補正前） （2月補正） （補正後）

No 30年度　実施内容（予定）

職員数 30年度

細事業名

10

11

合計 139.18 13,308,476 67,185 13,375,661

287,611

県立障害児入所施設「信濃学園」において、重度の障がい児に対

する入所支援、退所後に向けた地域生活移行支援、在宅障がい

児に対する療育支援を行う。

0.50 287,611信濃学園運営事業

西駒郷管理運営事業

県立障害者支援施設「西駒郷」において、重度障がい者への施設

入所支援、地域生活を希望する利用者への地域生活移行支援及

び地域で生活する利用者への日中活動支援を行う。

0.65 312,882 312,882


